
◎学校教育法の一部を改正する法律 
（平成一七年七月一五日法律第八三号）   

一、提案理由（平成一七年六月三日・衆議院文部科学委員会） 

○中山国務大臣 このたび、政府から提出いたしました学校教育法の一部を改正する法

律案について、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 学位についての国際的な動向等を踏まえ、短期大学卒業者に対する学位制度を創設す

るとともに、大学等における教育研究の活性化等を図るため、助教授及び助手の職に関

して教員組織の整備を行う等の必要があります。この法律案は、このような観点から高

等教育制度の改善を図るものであります。 

 次に、この法律案の内容の概要について御説明申し上げます。 

 第一に、短期大学は、短期大学を卒業した者に対し、短期大学士の学位を授与するも

のとすることであります。 

 第二に、大学に置かなければならない職として、助教授にかえて准教授を設けるとと

もに、助教を新設するものであります。ただし、准教授、助教及び助手は、教育研究上

の組織編制として適切と認められる場合には置かないことができることとしております。

また、准教授及び助教の職務内容をそれぞれ定めるとともに、これに伴い教授及び助手

の職務内容に関する規定を整備するものであります。 

 第三に、高等専門学校について、大学と同様に教員組織の整備を行うものであります。 

 このほか、所要の規定の整備を行うことといたしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要でございます。 

 何とぞ、十分御審議の上、速やかに御賛成くださいますようお願いいたします。よろ

しくお願い申し上げます。 

二、衆議院文部科学委員長報告（平成一七年六月一四日） 

○斉藤鉄夫君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文部科学委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、国際的な動向等を踏まえ、短期大学に係る学位制度を設けるとともに、教育

研究の活性化等の観点から教員組織の整備を行うものであり、その主な内容は、次のと

おりであります。 

 第一に、短期大学は、短期大学を卒業した者に対し短期大学士の学位を授与するもの

とすること、 

 第二に、大学及び高等専門学校において、助教授にかえて准教授を設けるとともに、

助教を新設する等、教員組織の整備を行うこと 

であります。 

 本案は、六月一日本委員会に付託され、同月三日中山文部科学大臣から提案理由の説

明を聴取し、去る十日質疑を行い、討論の後、採決の結果、賛成多数をもって原案のと

おり可決すべきものと決しました。 



 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一七年六月一○日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一 若手研究者の待遇改善に資するため、大学等においては、各人の能力や業績を公

正・適切に評価し、処遇に反映させること。また、政府においては、優れた若手研究

者に対し積極的な支援を行う等、その能力を発揮しやすい環境を整備すること。 

二 大学教員等の資格等について、特に、助手については、教育研究の活性化や優れた

人材養成に資するよう、そのキャリア・パスについて検討を行うこと。 

三 短期大学においては、学位の質を確保するため、自己点検・評価等による教育の改

善・充実に一層努めること。 

四 高等専門学校が、早期体験重視型の専門教育等の特色ある教育により優秀な人材を

輩出し、また、地域の教育拠点として高い評価を得ていることにかんがみ、その教育

水準の維持・向上を図るための研究に対する必要な支援を行うこと。 

三、参議院文教科学委員長報告（平成一七年七月八日） 

○亀井郁夫君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文教科学委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、第一に、短期大学がその卒業者に対し短期大学士の学位を授与するもの

とすること、第二に、現行の助教授に代えて准教授の職を設けるとともに、現行の助手

のうち、主として教育研究を行う者に対し助教の職を設け、主として教育研究の補助を

行う者については引き続き助手とする等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、短期大学に今後期待される役割、大学等における適切な教員

組織編制の在り方、若手研究者の教育研究環境を整備する必要性等について質疑が行わ

れましたが、その詳細は会議録によって御承知願いたいと存じます。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して小林委員より反対の

意見が述べられ、続いて採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきも

のと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一七年七月七日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一、優秀な若手研究者を養成・確保し、もって、我が国の教育研究水準の維持・向上を

図るため、若手研究者の教育研究の機会・環境の整備に努めること。特に、大学等に

おいては、助教と助手の任用に際し、各人の能力や業績を公正・適切に評価するとと



もに、助教を教育研究活動に積極的に活用することとし、また、政府においては、ポ

ストドクトラル制度、科学研究費補助金の拡充など若手研究者に対する積極的な支援

や自立性向上のための施策に一層努めること。 

二、各大学等においては、大学等の個性や学問分野等の特性を十分考慮し、教員の役割

分担や養成、組織的な連携体制等が確保されるよう、適切な教員組織の確立に努める

こと。 

三、大学教員等の資格等については、大学における教育研究の活性化、優れた人材の養

成、諸外国の動向等も踏まえ、その在り方について今後とも検討を行うとともに、特

に、助手については、キャリア・パスについて積極的な検討を進めること。 

四、短期大学については、これまで果たしてきた専門的職業教育、資格取得教育、生涯

学習機会の提供、地域社会への貢献等の機能を重視し、教育改革への取組に対する支

援を充実するなど、教育研究水準の維持・向上に努めること。また、各短期大学にお

いては、学位の質を確保するため、自己点検・評価等による教育研究の改善・充実に

一層努めること。 

五、高等専門学校が、早期体験重視型の専門教育等の特色ある教育により優秀な人材を

輩出し、また、地域の教育拠点として高い評価を得ていることにかんがみ、その教育

水準の維持・向上及びその教育内容を学術の進展に即応させるために必要な研究に対

する支援を行うとともに、専攻科の充実にも努めること。 

  右決議する。 


